
在宅における A Ⅰ S 以外の療養患者・ 障害者に 

対するたちの 吸引の取扱いに 関する取りまとめ 

平成 1 6 年度厚生労働科学研究費補助事業 
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]  はじめに 

0  我が国では、 疾病構造の変化や 医療技術の進歩を 背景に、 医療機関内だ 
けでなく、 家庭、 教育、 福祉の場においても 医療，看護を 必要とする人々 

が急速に増加している。 

0  特に、 在宅で人工呼吸器を 使用する者等の 増加により、 在宅でたんの 吸 
引を必要とする 者が増加している。 

0  このような中で、 A Ⅰ S ( 筋 萎縮性 測 索硬化症 ) 患者のたんの 吸引につ 

いては、 すでに一昨年 6 月、 「看護 師 等による A Ⅰ S 患者の在宅療養支援に 

関する分科会」 (ALS 分科会 ) が、 在宅 A Ⅰ S 患者及 び その家族の負担の 

軽減のため、 一定の条件の 下では、 家族以外の者がたんの 吸引をすること 

もやむを得ないとする 報き 書を取りまとめた。 その後、 行政においても 同 

趣旨の通知 ( 平成 ] 5 年 7 月 1 7 日付け 医政 会第 077001 号厚生労働省 医 

政局長通知。 以下「 A 」 S 通知」という。 ) を 発出した。 

0  今回の研究では、 A Ⅰ S 分科会では検討の 対象とならなかった A Ⅰ S 以 

外の在宅の療養患者・ 障害者であ ってたんの吸引を 必要とする者について、 

その現状を踏まえ、 適切な医療・ 看護を保障することを 前提にしつつ、 ど 
のような取扱いをすることが 患者・障害者本人及 び 家族にとって 安全で安 

心 できる日常生活を 継続することができるか 等について検討した。 

2  これまでの経緯 

い ) 現行の法規制 

0  医師法等の医療の 資格に関する 法律は、 免許を持たない 者が医行為を 行 
う ことを禁止しており、 たんの吸引は、 原則として 医 行為であ ると整理さ 

れている。 

0  医師法第 1 7 条は、 「医師でなければ、 医業をなしてはならない。 」と規 

定している。 行政解釈は、 医業とは、 「当該行為を 行 うに 当たり、 医師の医 
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学的判断及び 技術をもってするのでなければ 人体に危害を & ぼし、 又は危 
害を及ぼすおそれのあ る行為」 ( 陸行為 ) を、 反復継続する 意思をもつて 行 
うことと解釈している。 

0  保健 師 助産 師 看護師法第 3 1 条は，「看護 師 でない者は、 第 5 条に規定す 
る業をしてはならない。 」と規定している。 ここで いう 「第 5 条に規定する 
業 」とは、 「傷病者若しくはじょく 婦に対する演奏上の 世話又は診療の 補助 
を行うこと」であ り、 看護職員が行う 医 行為は診療の 補助行為に位置付け 
られるものと 解釈されている。 

(2) 学説・判例 

0  医業については 上記の行政の 有権 解釈と同様に 解釈されている。 また、 
医師法第 1 7 条の背景にあ る無資格者による 医業を規制するとの 趣旨から、 
危険性については、 個別の個人に 対する具体的危険ではなく、 抽象的危険 
でも規制の理由とするに 足りるとされている。 

0  ただし、 一定の国行為について、 無資格者であ っても、 例えば患者本人 
や 家族が行うことにっき、 解釈上・違法性が 阻却される場合のあ ることは 
判例・通説が 認めるところであ る，。 このような背景 ( 具体的には判例にお 
いて積み重ねられてきた、 実質的な違法性阻却事由に 該当するとの 理解 ) 
の 下で、 後述する在宅 A 」 S 患者に対するたんの 吸引や盲・ ミ ・養護学校 

における教員によるたんの 吸引等の取扱いも、 一定の条件下で 容認されて 
きたものと考えられる。 

(3) 実務的対応 

1  いわゆる実質的違法論の 立場であ り、 違法性を実定法規に 違反する形式的違法性との 説 

明に止まらず、 実質的な根拠で 説明しようとする 考え方。 すな む ち、 違法性を実質的に 

理解し、 法定の違法性阻却事由以覚にも 違法性を否定 ( 処罰に値する 程度の違法性でほ 

ないと ) するもの。 判例においては・ 実質的違法性阻却事由として、 1 目的の正当性、 

2 手段の相当性、 3 法益衡量、 4 法益侵害の相対的軽微性、 5 必要性・緊急性に 該当す 

ることとの条件がほぼ 共通して挙げられている。 ただし、 違法性阻却論は、 個々の事案 

を 事後的に評価するものであ って、 事前の評価にまで 拡大すべきではないとの 指摘もあ 

る。 
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① 在宅 A Ⅰ S 患者に対するたちの 吸引 

在宅で療養している A 」 S 患者に対するたんの 吸引行為については、 既 

に述べたとおり、 基本的には医師又は 看護職員が行 う ことを原則としっ つ 

も 、 3 年後に、 見直しの要否について 確認することを 前提に、 医師友 ぴ 訪 

問看護職員の 関与やたちの 吸引を行 う 者に対する指導、 患者の同意など 一 

定の要件を満たしていれば、 家族以外の非医療職の 者が実施することもや 
むを得ないものとされている。 

② 盲 ・ 聾 ・養護学校における 教員によるたんの 吸引等の取扱い 

本研究会において、 盲 ・ ミ ・養護学校の 教員によるのたんの 吸引、 ②経 

営栄養、 ③自己導尿の 補助についての 検討が行われた。 

医療に関する 資格を有しない 者による医業は 法律により禁止されている 

が 、 たんの吸引、 経 管 栄養及び導尿については、 看護 師 との連携・協力の 

下に教員がこれらの 一部を行 う モデル事業等が、 平成 1 0 年度以来文部科 

学 省 により実施されている。 このモデル事業において 医療安全面、 教育面 
の 成果や保護者の 心理的・物理的負担の 軽減が観察されたこと、 必要な 医 

行為のすべてを 担当できるだけの 看護師の配置を 短期間に行 う ことには困 

難が予想されることから、 このモデル事業の 形式を盲・ ミ ・養護学校全体 
に 許容することは、 医療安全の確保が 確実になるような 一定の要件の 下で 

は、 やむを得ないものと 整理した。 

これを受けて、 厚生労働省からも 同趣旨の通知 ( 平成 1 6 年 1 0 月 2 0 

日付け 医 政党第 1020008 号厚生労働省 医 政局長通知 ) が発出された。 

(4) 在宅 A Ⅰ S 患者に対するたんの 吸引の取扱いを 巡る状況変化とその 評価 

0  在宅 ALS 患者に対するたんの 吸引の取扱いの 前提として、 在宅 ALS 

患者の療養環境の 向上に向けた 施策の推進を 図ることが求められている。 
厚生労働省においては、 平成 1 6 年度から訪問看護推進事業の 創設、 1 

日に 3 回以上の訪問看護に 対する診療報酬上の 評価、 研究事業であ る人工 

呼吸器装着患者への 訪問看護の見直しを 実施した。 また、 平成 1 5 年度 度 
生 労働科学研究費補助金により「 ALS 患者にかかる 在宅療養環境の 整備 

状況に関する 調査研究」 ( 研究代表者 川村佐和子東京都立保健科学大学教 

授 平成 1 6 年 3 月 ) も行われた。 

日本看護協会においては、 平成 1 5 年 1 2 月に A Ⅰ S コールセンターを 

日本訪問看護振興財団に 委託して設置し、 相談業務を行うほか、 都道府県 
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看護協会と連携し 、 個々の A Ⅰ S 患者の把握とその 療養環境の向上に 向け 

た取組みを進めている。 

0  A Ⅰ S 患者を対象とするアンケート 調査等によれば、 在宅 A し S 患者の 

間では、 訪問看護の利用希望が 強く、 また、 介護者にとっても、 介護者 休 

養 のための短期入院と 並んで、 訪問看護サービスの 増加を希望するものが 

多く 、 中でも土日祝日における 訪問看護への 要望が強い。 訪問看護サービ 

スの利用回数は 増加してきているともいわれるが、 上記の取り組みがまだ 

十分に浸透していないこと、 実際に患者・ 家族の要望に 即したサービスを 

担う訪問看護ステーションが 少ないなどの 課題もあ り、 A Ⅰ S 患者の団体 

からは、 現時点においては、 未だ十分とは 言い難いと評価されている。 

0  たんの自動吸引装置の 開発が平成 1 2 年度日本 A Ⅰ S 協会研究基金、 平 

成 1 4 年度厚生労働省老人保健事業推進費等補助金 ( 老人保健健康増進等 

事業 分 ) の助成を受けて 進められてきたが、 平成 ] 5 年度、 ] 6 年度にお 

いても厚生労働科学研究長寿科学総合研究の 一環として研究が 進捗をみせ、 

薬事法上の許認可、 機器の取扱い 責任の明確化など、 さらに検討を 要する 

事項もあ るが、 技術的にはその 実用化の可能性が 出てきている。 

0  在宅の A Ⅰ S 患 きに対する家族以外の 者によるたんの 吸引を医師 & ぴ 訪 

問看護職員の 関与等の条件の 下で容認して ] 年 以上が経過した。 この間に 

おける家族以外の 者によるたんの 吸引の実施状況については 必ずしも明ら 

かではないが、 徐々に増加してきていることもうかがわれる。 また、 これ 

までのところ 重大な事故が 発生したとの 情報は届いていない。 

( 参考 ) 

家族以外の者による 吸引の実施率 3 2%  ( 平成 1 5 年 1 2 月 ) 

米 A Ⅰ S 患者にかかる 在宅療養環境の 整備状況に関する 調査研究 

( 研究代表者 川村佐和子東京都立保健科学大学教授 平成 1 6 年 

3 月 ) 

本調査部分は・ 平成 1 5 年 1 2 月Ⅰ 日 現在で、 人工呼吸器を 装 

着している全国の A は患者のうち、 在宅療養および 短期入院中の 患 

者合計 6 8 3 人を対象に，有効回答の 得られた 6 ァ 3 人を分析対 

象者とした結果であ る。 

0  A Ⅰ S 通知が都道府県内の 口市町村や関係機関に 周知登底されておらず、 
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地域の関係機関の 認識が不十分なため、 今回の措置による 吸引の実施がで 
きない例があ ることが報告されている。 

0  上述のように、 家族以外の者による 吸引の実施が 増加していることもうか 

がわれるが、 ホームヘルパーがたんの 吸引をしない 理由として、 吸引の必 

要がないと家族が 判断する例、 訪問介護事業所責任者が 了承しなかったり、 

ホームヘルパーが 同意しない例が 挙げられる。 また、 訪問介護事業所及び 

ホームヘルパーは 吸引実施に同意しているが、 在宅かかりつけ 医 ・訪問看 

護職員が指導を 引き受けない、 サービス提供者が 信頼して任せることがで 

きない等の声も 伝えられている。 

0  また、 平成 ] 5 年 1 2 月から平成 1 6 年Ⅱ月にかけて 実施された調査で 

は 、 違法性阻却の 前提となる同意の 存在を示す同意書を 取り交わしていな 

い例が多く見られるなど、 家族以外の者がたんの 吸引を行う際の 要件が遵 
守されていない 事例があ ることが明らかになっており、 要件遵守の必要性 

に関する周知登底が 必要であ ると考えられる。 

( 参考 ) 

同意書なしで 実施している 人数の割き 4 9. 5% 

Ⅹ A Ⅰ S 患者にかかる 在宅療養環境の 整備状況に関する 調査研究 

0  なお、 A Ⅰ S 通知で示された 同意書の様式については、 誰が誰に対して 

どのような立場で 同意書を交わしたのかが 分かりにくいとの 指摘があ る。 

(5) これまでに提出された 要望書や、 ヒアリンダの 場での団体の 意見の概要 

0  従来から、 厚生労働省に 対しては、 難病患者・障害者とその 家族の団体 
から、 医師及 び 看護職員でなり、 家族以外の者によるたんの 吸引を 、 A Ⅰ 

S 以外の在宅療養患者についても 認めるよ う 要望が寄せられていた。 

0  当 研究会としても、 参考資料 ] のとおり、 難病患者・障害者とその 家族 

の 団体の代表者や、 訪問看護、 在宅介護の事業の 関係者から、 在宅介護の 
現状等 や 、 家族以外の者がたんの 吸引を行うこと 等について御意見を 伺っ 

た。 ( 参考資料 2 ヒアリンバにおける 各団体提出資料及び 日本 A 」 S 協会か 

らの提出資料 ) 

0  難病患者・障害者とその 家族の代表者の 方々の意見は 多岐にわたったが、 
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な根拠もなく 認められないとすれば、 法の下の平等に 反することとなる。 

したがって、 たんの吸引が 必要な在宅の A 」 S 患者と同様の 状況の者に対 

して、 同様の考え方の 整理を行い、 同様の条件の 下で、 家族以外の者がた 

んの吸引を実施することは、 当面のやむを 得ない措置として 容認されるも 

のと考えられる ( 別紙参照 ) 。 

0  対象者の範囲については、 個別の疾患名や 障害 名 で特定することは 困難 

であ ると考えられるため、 一定の状態様で 言 E 述 することが適当であ る。 具 

体的には、 病状又は障害が 在宅生活が可能な 程度に安定しており、 医学的 

管理下にあ る者であ って、 嚥下機能及び 呼吸機能の悪化等により 自力で排 

療 することが困難な 状態が持続し、 長期間にわたってたんの 吸引が必要な 

者 とすることが 適当であ ると考えられる。 

0  今回の措置は・ A Ⅰ S 患者に対する 措置と同様、 当面のやむを 得ない 措 

置 であ り、 A Ⅰ S 患者に対する 措置の見直しと 同時期に見直される 必要が 

あ る。 

0  なお、 A 」 S 分科会報告書においては、 一定の条件の 下で、 医師、 看護 

職員以外でたんの 吸引を実施できる 者は、 家族以外の者とされ、 特に限定 

されてはいない。 これは、 ボランティア、 友人、 知人など広く 様々な者が 

関与することがあ り得ることを 想定したもので、 その意味で、 もともと何 

らかの業務との 考え方を双提としたものではないと 考えられる。 ただし、 

たんの吸引の 実施者としてホームヘルパーが 多く想定されるため、 特に非 

医療 職 であ るホームヘルパ 一について、 たちの吸引を 行 う ことが予定され 

ている職種ではなくその 業務として位置付けられるものではないと 記述さ 

れたものと考えられる。 本報告書においても、 たんの吸引はホームヘルパ 

一の業務として 位置付けられるものではなく、 A Ⅰ S 分科会報告書を 基本 

的に踏襲するものであ る。 ただし、 その趣旨に関し 混乱があ るとの指摘も 

あ り、 以下で若干の 補足を行 う 。 

・ たんの吸引はホームヘルパ 一の本来の業務とはされていないが、 別 

紙の条件が満たされれば、 これを行うことはやむを 得ない。 従業員で 

あ るホームヘルパーが、 ホームヘルプ 業務を行うため 派遣され、 介護 

行為を行っている 間に、 口 鼻腔内吸引及び 気管カニューレ 内部までの 

気管内吸引を 限度として、 やむを得ずたんの 吸引を実施することもあ 

り 得る。 

  その際、 別紙の条件にも 挙げられているとおり、 適切なたんの 吸引 

7 



の 実施のためには、 訪問看護を行う 看護職員などによる 計画の下、 ホ 

ームヘルパ一に 対する個別的な 指導や通切にたちの 吸引を実施できる 

能力の見極め & び 利用者の了解の 下での訪問介護計画に 対する関与等 

が 不可欠であ る。 

  さらに、 たんの吸引が 行われる本人とホームヘルパ 一個人との信頼・ 

納得関係という 個別性，特定性が 求められるため、 患 きとホームヘル 

パ ー との間で同意書が 取り交わされることが 必要であ り、 また、 たん 

の吸引を行 う ことを事業主が 強制することは 不適当であ る。 

4  今後の課題 

い ) 療養環境の整備 

0  在宅難病患者・ 重度障害者に 対しては、 難病対策と障害者福祉施策の 枠 

組みの中で、 たんの吸引が 必要であ る者に対する 療養環境の整備を 図るた 

めの施策の充実が 図られてきては い るが、 今回の検討の 過程では、 難病患 

者 & び 障害者とその 家族の団体から、 制度の根幹から 細部に至るまで 様々 

な 要望が寄せられ、 未だ十分でほないとの 厳しい指摘もあ る。 このような 

要望を踏まえ、 国民的な課題として 各施策を適切に 推進、 充実させて い く 

ことが求められている。 

0  入院患者が在宅療養に 移行するためには、 医学的な判断に 加え、 在宅療 

養の継続が可能となるような 環境整備が必要であ る。 特に、 入院医療に責 

任を負う医療関係者にあ っては、 患者の退院後の 療養環境の整備に 向けて、 

家族、 在宅患者のかかりつけ 医 、 訪問看護職員、 保健所の保健 師 、 訪問介 

護関係者、 家族以外の者、 ケアマネジ ャ 一等患者の在宅療養に 関わる者と 

の 連携の確保、 医療機器・衛生材料等の 提供等が十分になされるような 調 

整等に責任を 持って取り組むべきであ る。 

0  また、 療養環境の管理の 充実、 在宅サービスの 充実、 入院と在宅療養の 

密接な連携を 進める必要があ る。 A Ⅰ S 患者の場合には、 保健所等におい 

て患者の療養状態を 把握していることが 多く、 また、 4 0 歳 以上であ れば 

介護保険制度を 利用できることから、 ケ ア マネジメントを 担う専門職の 活 

用がしやすい。 しかし、 他の疾患や 4 0 歳未満の障害においてはそうでは 

な い 場合もあ ることを念頭に 置いて、 対応策を考える 必要があ る。 
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障害者の療養実態の 把握に努め、 その状況を継続的に 点検していくことが 

必要であ る。 

(2) 「 医 行為」概俳の 再整理 

0  現行の行政的取扱いであ る A し S 通知においては、 たんの吸引は 医行為 

であ り、 本来医師又は 看護職員が行うべきであ るとする考え 方によってい 

る。 本研究会としては、 課せられた課題について 一定の結論を 早急にまと 

める必要があ るとの認識に 立ち、 現行の法規制・ 法解釈の下ではたちの 吸 

引は「陸行為」であ るとの前提に 立って一定の 取りまとめを 行った。 

0  しかし、 本研究会の検討の 過程においては、 たんの吸引は、 従来の医行 

為の範 噂 では整理しきれず、 むしろ医療と 生活援助の要素を 併せ持っ行為 

として整理し、 従来の医行為とは 区別した上で、 医師法その他の 医療の資 

格に関する法律の 規制の対象外とした 新たな枠組みの 中で柔軟な規制の 在 

り 方を検討するべきではないかとの 見解があ った。 

0  この見解に対しては、 たんの吸引行為は、 実質的にも 侵襲 性を有し、 感 

染 予防も重要であ ることから、 単に吸引に関する 直接的な行為についての 

技術だけでなく 人体の解剖・ 生理、 病態生理、 感染予防などについて 専門 

的な知識が必要であ り、 医 行為として医師又は 看護職員が実施すべきでは 

ないか、 在宅であ っても医療機関内であ っても 医 行為性に変わりはなく、 

在宅で医行為でないこととすると 医療機関内で 無資格者が実施できること 

となり妥当ではないとする 意見があ った。 

0  この問題は 、 単なる行為規制だけの 問題ではなく、 療養環境や人材育成 

等 の問題と複雑に 絡み合ったものであ り、 それらの一層の 整備促進が図ら 

れるべきであ ることについては 異論がないものであ る。 いずれにせよ、 こ 

の 問題についてはさらに 議論が深められる 必要があ る。 

(3) 今後の在宅医療推進のための 環境整備に向けた 検討 

0  ALS 分科会報告書において 既に指摘されていることであ り、 また、 上 

記 の 医 行為概俳の整理の 問題とも関連するが、 今後の在宅医療に 従事する 

者の業務や医療、 介護、 福祉の適切な 役割分担も含めた 在宅医療の在り 方 

ほ ついての議論を 行 う 必要があ る。 
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0  上記の点に関連して、 研究会としての 意見として取りまとめられるには 

到っていないが、 以下のような 意見があ った。 

  たちの吸引行為を 医行為とし、 一定の条件下で 違法性阻却としてやむ 

を得ないことと 整理するのみでは、 たんの吸引は 本人と家族以覚の 者と 

の個別的な関係に 基づいたものにならざるを 得ず、 事故が起きた 場合の 

補償 や 、 たんの吸引を 行 う 者に対する研修・ 指導をさせる 責任体制に不 

安が残るため、 在宅療養の支援として 不十分であ る。 その意味では、 む 

しろ 医 行為から除覚する 方が改善にっながると 考えるが、 反面、 医行為 

から除外してしまうと、 規制を行う根拠もなく、 安全性の確保に 不安が 

残る。 したがって、 日常的に必要となる 一定の生活援助的な 医 行為につ 

いて実施できる 資格制度の創設を 検討すべきではないか。 

一方、 新たな資格の 創設は、 規制改革の観点からは 慎重に検討すべきも 

のであ るとの批判もあ り、 創設することは 不適当ではないか。 

  理学療法士は、 現在ではたんの 吸引を行 う ことができるとはされて 

いない職種であ るが、 今回提示された 条件を満たせばたんの 吸引を行 う 

ことができることとなる。 医療機関内ではたんの 吸引を行 う ことができ 

ないのに、 在宅ではできることとなるのは 矛盾しており、 次回見直しの 

際に整理するべきではないか。 

  現行法の下で 個別の問題について 詳細な検討を 行い、 一定の例外的な 

取扱いを導くことは、 通常行われている 法解釈の作業とも 言いうる。 し 

かしながら、 今回焦点となった「在宅での 患者・障害者に 対するたんの 

吸引行為」に 止まらず、 類似の医行為について 早速にも検討が 求められ 

る 状況が予想され、 それら一つ一つほついて 検討会等を設けて 検討して 

いくという方法では 限界があ る。 そこで、 いく っ かの事例を基に 類型化 

し、 一定の方向性を 打ち出していく 解釈論を検討していくことも 考え ろ 

れるのではないか。 さらに、 それを超えて 新たな立法措置を 検討するこ 

ともあ り ぅ るのではないか。 

  家族以外の者が 行うたんの吸引は 、 必ずしも制度化されたものではな 

く、 例外的なやむを 得ない措置とされていることから、 行政としての 関 

わり方が不明確であ る。 このことによって 矛盾や問題も 生じており、 解 

決 策を検討する 必要があ るのではないか。 例えば、 同意書がきちんと 取 
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り 交わされているかの 確認など適正に 実施されることについて、 行政と 

してどのように 関わるべきか、 また、 たんの吸引を 行うホームヘルパ 一 

に対する研修の 実施 や 、 万一の事故の 際の被害者保護のため 事業主の損 

害賠償責任保険への 加入も検討すべきではないか。 

  今回の措置では、 たんの吸引をされる 患者・障害者の 安全を確保する 

責任の所在が 暖昧 になる懸念があ り、 次回の見直しの 際にはこの点も 含 

めて検討するべきではないか。 
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( 別紙 1 ) 

0  以下は、 家族以外の者が 在宅の患者・ 障害者 ( 以下、 単に「患者・ 障害 

者という。 ) に対してたんの 吸引を行う場合の 条件を示したものであ る。 

i ) 療養環境の管理 

0  入院先の医師は、 患者・障害者の 病状等を把握し、 退院が可能か 
どうかについて 総合的に判断を 行 う 。 

0  入院先の医師及び 看護職員は、 患者・障害者が 入院から在宅に 移 
付 する前に、 当該患者・障害者について、 家族や患者・ 障害者のか 

かりつけ 医 、 看護職員、 保健所の保健 師等 、 家族以外の者等患者・ 

障害者の在宅療養に 関わる者の役割や 連携体制などの 状況を把握・ 

確認する。 

0  入院先の医師は、 患者や家族に 対して、 在宅に移行することにつ 

いて、 事前に説明を 適切に行い、 患者・障害者の 理解を得る。 

0  入院先の医師や 在宅患者のかかりつけ 医及び看護職員は、 患者、 

障害者の在宅への 移行に備え、 医療機器・衛生材料等必要な 準備を 

関係者の連携の 下に行う。 医療機器・衛生材料等については・ 患者・ 

障害者の状態に 合わせ、 必要かっ十分に 患者に提供されることが 必 

糞 であ る。 

0  家族、 入院先の医師、 在宅患者のかかりつけ 医 、 看護職員、 保健 

所の保健節筈、 家族以外の者等患者の 在宅療養に関わるきは、 患者・ 
障害者が在宅に 移行した後も、 相互に密接な 連携を確保する。 

Ⅱ )  患者・障害者の 適切な医学的管理 

0  入院先の医師や 患者・障害者のかかりっ け医 & び 訪問看護職員は、 
当該患者について、 定期的な診療や 訪問看護を行い、 適切な医学的 

管理を行 う 。 

Ⅲ )  家族以外の者に 対する教育 

0  入院先の医師や 患者・障害者のかかりつけ 医及び訪問看護職員は、 
家族以外の者に 対して、 疾患、 障害やたんの 吸引に関する 必要な知 

識を習得させるとともに、 当該患者・障害者についてのたんの 吸引 

方法についての 指導を行 う 。 

iv)  患者・障害者との 関係 
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0  患者，障害者は、 必要な知識 & ひ たもの吸引の 方法を習得した 家 

族以外の者に 対してたんの 吸引について 依頼するとともに、 当該家 

族以外の者が 自己のたんの 吸引を実施することについて、 文書によ 

り 同意する。 なお、 この際、 患者・障害者の 自由意思に基づいて 同 

意がなされるよ う 配慮が必要であ る。 

v)  医師及 び 看護職員との 連携による適正なたんの 吸引の実施 

( 注 : 別紙 2 参照 ) 

0  適切な医学的管理の 下で、 当該患者・障害者に 対して適切な 診療 

や 訪問看護体制がとられていることを 原則とし、 当該家族以外の 者 

は、 入院先の医師や 在宅患者のかかりっ け医 & び 訪問看護職員の 指 

導の下で、 家族、 入院先の医師、 患者・障害者のかかりつけ 医及び 

訪問看護職員との 間において、 同行訪問や連絡、 相談，報告などを 

通じて連携を 密にして、 適正なたんの 吸引を実施する。 

0  この場合において、 気管カニューレ 下端より 師 側の気管内吸引に 

ついては、 迷走神経そ う を刺激することにより、 呼吸停止や心停止 

を引き起こす 可能性があ るなど、 危険性が高いことから、 家族以外 

0 者が行うたんの 吸引の範囲は、 口 鼻腔内吸引 & び 気管カニューレ 

内部までの気管内吸引を 限度とする。 特に、 人工呼吸器を 装着して 

いる場合には、 気管カニューレ 内部までの気管内吸引を 行う間、 人 

工呼吸器を覚す 必要があ るため、 安全かつ適切な 取扱いが必要であ 

る 。 

0  入院先の医師や 在宅患者のかかりっ け医 及 び 訪問看護職員は、 定 

期的に、 当該家族以外の 者がたんの吸引を 適正に行 う ことができて 

いることを確認する。 

v@) 緊急時の連絡・ 支援体制の確保 

0  家族、 入院先の医師、 在宅患者のかかりつけ 医 、 訪問看護職員、 

保健所の保健節筈及 び 家族以外の者等の 間で、 緊急時の連絡・ 支援 

体制を確保する。 
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